
平 成 2 9 年 1月 1 0 日

お得意様各位
株式会社 タテムラ
システムサービス課
福 生 市 牛 浜 1 0 4

System-Ｖ/ＬＸ

平成28年度分確定申告書・個人決算書・消費税申告書・贈与税申告書等
プログラムのご案内

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のお取引を賜り誠
にありがとうございます。

さて、弊社では本年も税制改正に伴い『所得税確定申告書』『個人決算書』『消費税申
告書』『贈与税申告書』『財産債務明細書』及び各電子申告プログラムを平成28年版とし
て対応致します。

なお昨年「財産及び債務の明細書」が『財産債務調書及び合計表』となり、確定申告と
は別の独立したプログラムとなりました。別途改正保守のご契約が必要となります。(昨年
お知らせしておりますが、まだご契約されていない場合は別途ご注文頂きますようお願い
致します。)

つきましては、変更内容をご参照の上、ご注文下さいますようお願い申し上げます。
(改正保守ご加入の場合、ご注文は必要ありません。冊子の取扱説明書をご希望の場合は
ご注文が必要です )。

今後とも倍旧のお引き立ての程、宜しくお願い申し上げます。
敬具

受 注 締 切 日 プログラム発送日

お届け予定平成29年1月17日 １月下旬～２月上旬頃
** ネット更新のお客様はCDよりも早く更新可能となります **

※1月18日以降のご注文につきましては上記の発送完了後、順次発送致します。

※電子申告プログラムについても確定申告と同時期の発送を予定しております。

e-Taxは平成29年1月4日の更新で平成28年度確定申告等対応版になりますが、
[880]電子申告におきましては更新プログラムお届けまで平成28年度の申告
はできませんのでご注意下さい。

送付資料目次

・ 所得税確定申告書システム 変更内容 ・・・・・・・・・・・・ １～２
・ 個人決算書プログラム 変更内容 ・・・・・・・・・・・・・・ ３
・ 財産債務調書プログラム 変更内容 ・・・・・・・・・・・・・ ３
・ 消費税申告書プログラム 変更内容 ・・・・・・・・・・・・・ ３
・ 贈与税申告書プログラム 変更内容 ・・・・・・・・・・・・・ ４
・ 減価償却プログラム 改正対応方法 ・・・・・・・・・・・・ ５

・ プログラム注文書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別紙

※メール登録のお願い※

弊社ではメールにて発送情報等を配信しております。まだ登録がお済みでないお客様は事務所

名とメールアドレスを本文に書いてss@tatemura.co.jpへ送信していただくか、サービス課まで

ご連絡下さい。特にネット更新のお客様は登録をお願い致します。

送付内容のお問い合わせ先

送付内容に関するお問い合わせにつきましては、サービス課までご連絡下さいます
ようお願いします。尚、保守にご加入のお客様はﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙをご利用下さい。

ＴＥＬ ０４２－５５３－５３１１(AM10:00-12:00 PM1:00-3:30 )
ＦＡＸ ０４２－５５３－９９０１

以上
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17.01平成28年度 所得税確定申告書システム 変更内容

● 変更内容

Ａ･Ｂ様式 第一表

・用紙右側にある年度が28年となりました。上部の番号も変更になりました。

・個人番号を印刷できるよう対応しました。

※個人番号は『マイナンバープログラム』で登録します。

・給与所得控除額の上限が、230万円(給与収入1,200万円を超える場合の給与所得控除額)に引き

下げられました。

・寄附金控除欄の入力枠を３行→12行に増やしました。

Ａ･Ｂ様式 第二表

・用紙右側にある年度が平成28年となりました。

上部の番号も変更になりました。

・配偶者・扶養控除・専従者(B様式)のみ･16歳未満

の扶養親族に個人番号欄が追加となりました。

配偶者・扶養控除欄には「国外居住」欄も追加と

なりました。

(第２表は合計３頁印刷できるようになりました)

･ 寄附金控除欄の入力枠を３行→12行に増やしまし

た。

･ ２表が複数枚になったことで、２表控除別紙が

変わりました。

別紙に表示するのは 『雑損控除 『生命保険・、 』

地震保険料控除 『寄附金控除』となります。』
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第三表(分離) 第４表(損失)

・用紙右側にある年度が平成28年となりました。上部の番号も変更になりました。

・株式譲渡において一般株式等譲渡と上場株式等譲渡に区分され、それぞれ15%に相当する所得税

が課税されることになりました。また、一般株式等譲渡及び上場株式等の損益通算は不可となっ

たため計算が変わります。※繰越損失の対応も変わります。

※詳しくは『平成28年分株式等の譲渡所得等の申告のしかた』をご確認下さい。

その他

[添付書類台紙]

様式が変わりました。本人確認の書類(写)欄が追加となりました。

[住宅借入金等特別控除額の計算明細書]

平成28年の計算に対応しました。特定多世帯同居改修工事等の特例が創設となり、様式が変更と

なりました。様式及び計算式が変更となっております。付表１も同様の修正があります。

※弊社システムにおいては、住宅借入金等特別控除の計算明細書の複数枚作成及び、重複適用に

。 。は対応しておりません 複数枚提出を行う場合は手書きしていただきますようお願い致します

電子申告の場合も複数枚提出には対応しておりませんので、別途送付をお願い致します。

[株式譲渡計算明細書・上場株式等に係る譲渡損失の付表]

・株式譲渡において一般株式等譲渡と上場株式等譲渡に区分され、それぞれ15%に相当する所得税

が課税されることになりました。また、一般株式等譲渡及び上場株式等の損益通算は不可となっ

たため計算が変わります。

・上場株式等に係る譲渡損失の付表においては上場株式等のみ繰越となりました。

※詳しくは『平成28年分株式等の譲渡所得等の申告のしかた』をご確認下さい。

[譲渡所得の内訳書【土地・建物用】]

・１面の注記が変更となりました。

・２面の「利用状況」欄に自己の居住用の用に供した年月を記載する欄が追加となりました。

※尚、５面が追加となりましたが－弊社においては未対応です。

[先物に係る繰越損失用]

用紙右側に｢平成28年分以降用｣が追加となり、注記が変更となりました。

[電子申告添付書類]

[1]給与の所得の源泉徴収票の記載事項：様式が変更となりました。

[2]公的年金等の源泉徴収票の記載事項：様式が変更となりました。

[3]特定口座年間取引報告書の記載事項：特定上場株式以外のものの欄が追加となりました。

[送信票]

・所得税の送信票：イメージ欄が追加となり、住民票(除票)の写し欄がなくなりました。

様式変換及び年度更新

各様式の変更に対応しました。
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17.01平成28年度 個人決算書プログラム 変更内容

収支内訳書

各様式の｢番号｣の文字が削除となりました。

17.01平成28年度 財産債務調書プログラム 変更内容

・財産債務の合計表及び財産債務調書において個人番号を印刷できるよう対応しました。

※個人番号は『マイナンバープログラム』で登録します。

・｢特定有価証券｣の欄が追加され、合計表及び明細書の様式も変更となりました。

・財産債務調書においては「財産の区分」が変わったため、昨年のプログラムで作成した

データ区分番号が一部変更となります。

そのため、28年様式に対応できるよう［28年変換］ボタンを追加しました。

※集計を正しく行うには変換を行う必要があります。

[年度更新の新規作成]

従来の年度更新は昨年データのコピーでしたが、金額を削除する/しないを選択して

年度更新するように機能改善しました。

17.01平成28年度 消費税申告書プログラム 変更内容

・一般様式及び簡易様式において、個人番号を印刷できるよう対応しました。

※個人番号は『マイナンバープログラム』で登録します。

※法人の場合は、ＧＰ申告情報登録に登録した法人番号を印刷します。

・会計データ読込において 「指定年」と「会計読込年」が違った場合にデータ読込みができ、

ない場合がありましたので、対応しました。

・各欄にある○(丸印)を様式の○よりも大きく印刷するように機能改善しました。

※[1110]届出書セットの個人番号印刷対応について※

届出書の個人番号印刷につきましては、平成29年3月～6月頃に対応予定です。
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17.01贈与税申告書プログラム 変更内容

平成28年税制改正により、全表様式が変更となりました。

第一表

・用紙右側にある年度が28年となりました。上部の番号も変更になりました。

・個人番号を印刷できるよう対応しました。

※個人番号は『マイナンバープログラム』で登録します。

過去に特例税率の適用を受けるため

贈与者との続柄を明らかにする書類

を提出している場合の「年分 「税務」

署名」記入欄が追加となりました。

一般の続柄区分｢8：兄弟姉妹｣がなく

、 。なり 上記以外が｢8｣に変わりました

第一表の二

・非課税限度の計算欄に、平成27年分の贈与税の申告で非課税の適用を受けた金額欄と残額欄
が追加となりました。これに伴い、注記も変更になりました。

・項目番号が変更となりました。

第三表

｢第三表｣と｢第三表(別表の付表)｣とに分かれました （入力画面は変更ありません ）。 。

・第三表：修正前の課税額（第一表・第二表）

・第三表(別表の付表)：修正前の非課税額（第一表の二）
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17.01新減価償却プログラム 改正対応方法

平成28年度の改正において、平成28年4月1日以後に取得をされた建物付属設備及び構築物

の償却方法について、定率法が廃止されました。

今まで建物付属設備及び構築物を『定率法』で行っている場合は、[170]新減価償却プログ

ラムにおきましては、以下の方法で対応して下さい。

対応方法

ひとつの資産コードで１種類の償却方法設定しかできないため、今まで建物付属設備及び

構築物を定率法で行っている場合は、別の資産コードにて平成28年4月1日以後取得資産を

入力します。

① 新規に資産コードを設定します。

2:資産種類登録を呼び出します。

② 空き番を確認し、資産登録を行い

ます。

例）9(9000番台) に建物付属設備

の定額法を登録

③ 11:固定資産登録で、平成28年4月1日

以後取得の資産(定額)は追加した

コードを使用します。

（上記登録例の場合：9000番台）



17.01System-Ｖプログラム価格表

(税抜金額)
■ 所得税確定申告書システム

取扱説明書１本分 ２本分 ３本分 ４本分 5本以降
70,000 84,000 98,000 112,000 126,000 2,000

■ 個人決算書プログラム
取扱説明書１本分 ２本分 ３本分 ４本分 5本以降

40,000 48,000 56,000 64,000 72,000 1,000

■ 消費税申告書プログラム
取扱説明書１本分 ２本分 ３本分 ４本分 5本以降

30,000 36,000 42,000 48,000 54,000 1,000

■ 贈与税申告書プログラム
取扱説明書１本分 ２本分 ３本分 ４本分 5本以降

30,000 36,000 42,000 48,000 54,000 1,000

■ 財産債務調書プログラム
取扱説明書１本分 ２本分 ３本分 ４本分 5本以降

20,000 24,000 28,000 32,000 36,000 1,000

※改正保守をご契約しているお客様は自動的にプログラムが届きます。

(プログラム注文は不要です。）

※説明書はCDにPDFとしてﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑと一緒に保存してあります。

印刷した説明書をご希望のお客様には有料にて承っております。

改正保守に加入している場合でも有料となります。

※改正保守にご加入頂いていないお客様は上記金額が毎年かかります。

この機会に改正保守をご検討頂きますようお願い致します。

必要な場合は別途お見積り致します。

改正保守・１台分
所得税関連ｾｯﾄ(確定申告･個人決算) 月額4,000円 年額40,000円

資産税ｾｯﾄ(贈与・相続) 月額2,000円 年額20,000円

消費税申告書 月額2,000円 年額20,000円

届出書･登記用紙 月額1,000円 年額10,000円

財産債務調書 月額1,000円 年額10,000円

複数台の場合は価格が変わります。ｿﾌﾄごとの改正保守もございます。

17.01注 文 書

※端末台数が多く、書ききれない場合は欄外へご記入下さい。

確定申告書説明書は2冊で1組です■ 所得税確定申告書システム ※

保守希望本 数 価 格 端 末 機 名 取説

組本 \
■ 個人決算書プログラム

保守希望本 数 価 格 端 末 機 名 取説

冊本 \
■ 消費税申告書プログラム

保守希望本 数 価 格 端 末 機 名 取説

冊本 \

■ 贈与税申告書プログラム

保守希望本 数 価 格 端 末 機 名 取説

冊本 \

■ 財産債務調書プログラム

保守希望本 数 価 格 端 末 機 名 取説

冊本 \

■ 財産債務調書プログラムの改正保守 ･･････ 希望する ・ 希望しない

（System-Vのみ。いずれかに○を付けて下さい）

＜端末機名＞
立ち上がり画面のここに端末機名

を表示しています。

例）x01、w010等

プログラム金額
取扱説明書金額
お申し込み金額合計 円

御社名
ご担当者名
ご住所
Emailｱﾄﾞﾚｽ
ご注文ＦＡＸ ０４２－５５３－９９０１




